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税金・公共料金・保険料の支払い相談  〔市〕６
　収入が減少するなどして、税金や公共料金、保険料が支払えない場合に、納付猶予や
減免などの相談を受け付けます。
⑴　事業者向け固定資産税の軽減（令和３年度課税分）…資産税課　Ｔ39・2213
⑵　市税（市民税・固定資産税など）…収　納　課　Ｔ39・2214
⑶　水道・下水道料金　　　　　　　…業　務　課　Ｔ35・1619
⑷　国民健康保険料　　　　　　　　…国保年金課　Ｔ39・2220
⑸　後期高齢者医療保険料　　　　　…国保年金課　Ｔ39・2317
⑹　国民年金保険料　　　　　　　　…国保年金課　Ｔ39・2250
⑺　介護保険料　　　　　　　　　　…介護保険課　Ｔ39・2245

雇用の維持
雇用調整助成金  〔国〕７

担当：ハローワーク長岡　Ｔ32・1181

　雇用の維持を図るために従業員の休業や教育訓練を行った場合、休業手当などの一部
を助成します。
⑴　助成額
　　労働者１人あたり１日上限15,000円
⑵　助成割合
・中小企業　５分の４（解雇していない場合 10分の10）
・大企業　　３分の２（解雇していない場合 ４分の３）
・教育訓練を実施した場合は１人につき最大2,400円／日が加算

雇用調整助成金活用促進補助金  〔市〕８
担当：産業支援課　Ｔ39・2228

　7雇用調整助成金の申請手続きを社会保険労務士に委託した際の手数料を補助します。
⑴　対象者
　市内に本社など主たる事業所を有し、常時雇用する従業員が20人未満の中小企業ま
たは個人事業主

⑵　補助額
　　上限10万円（１回限り）
⑶　申し込み
　　令和３年３月31日㈬までに郵送

オンライン就活マッチング支援  〔市〕９
担当：産業支援課　Ｔ39・2228

　オンラインでの就職活動・インターンシップなどで学生を支援します。
　また、オンライン採用活動に取り組む企業もサポートします。

社会変化に対応した事業展開 ～アフターコロナウイルス対応～

生産性革命推進事業  〔国〕10
問い合わせ：ものづくり補助金＝事務局サポートセンター　Ｔ050・8880・4053

ＩＴ導入補助金＝コールセンター　Ｔ0570・666・424  　　　　　 
持続化補助金＝長岡商工会議所　Ｔ32・4500または各地域商工会 　

　新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越えるための前向きな投資や、業種別のガイ
ドラインに基づいた感染拡大予防の取り組みを行う事業者を支援します。
⑴　特別枠
・ものづくり補助金　補助率３分の２～４分の３　上限1,000万円
・ＩＴ導入補助金　　補助率３分の２～４分の３　上限30万円～450万円
・持続化補助金　　　補助率３分の２～４分の３　上限100万円
⑵　事業再開枠
　　ものづくり補助金、持続化補助金とも補助率10分の10、上限50万円
⑶　申し込み
　　各補助金で期限や条件が異なるため、詳しくは各担当へ

固定資産税の減額特例措置（先端設備等導入計画）  〔市〕11
担当：工業振興課　Ｔ39・2222

　生産性を向上させる「先端設備等導入計画」の認定を受け、償却資産の申告を行った
場合、認定対象設備の固定資産税が３年間ゼロに減額されます。新型コロナウイルス感
染症に関する支援として、対象資産に事業用家屋と構築物が追加されました。
⑴　対象者
　　市内の事業所に対象設備を導入する中小事業者
⑵　対象設備
　　事業用家屋、構築物、機械設備、建物附属設備、ソフトウェアなど
⑶　特例措置の適用を受けるには
・対象設備の導入前に、工業振興課へ「先端設備等導入計画」の認定を申請
・償却資産の申告の際に、計画の認定通知を添付

詳しくはこちら
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